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前 書 き 

 

農業用用排水路を始めとする農業水利施設は、国民に安定的な食料供給を行うため必要不可欠な農業生

産基盤として、土地改良法（昭和 24年法律第 195号)に基づき、国、都道府県、土地改良区等により整備

されている。平成 21年度末までに整備された農業水利施設は、農業用用排水路が約 40万㎞あり、基幹的

な農業水利施設は、農業用用排水路が約４万 9,000㎞、農業用ダム、頭首工等が約 7,000か所と推計され

ている。農業水利施設は、国や都道府県が整備したものであっても、施設の受益者が同法に基づく委託を

受けること等により管理することが基本とされており、土地改良区がこれら施設の約３分の２を管理して

いる。 

基幹的な農業水利施設は、その約２割が既に標準耐用年数を超過し、老朽化が進行しているとされてい

るが、国や都道府県、施設管理者の財政のひっ迫等により、施設の更新整備が遅延し、将来にわたる安定

的な機能の発揮に支障が生じることが懸念されている。また、農村地域においては、農村の都市化・混住

化や土地改良区の組合員の兼業化・高齢化により、管理作業は一層困難になっているといわれている。さ

らに、平成 23年に発生した東日本大震災で多くの農業水利施設が損壊・流失したことを踏まえ、地震によ

り損壊のおそれのある農業水利施設の改修・整備等も求められている。 

こうしたことを踏まえ、平成 24年３月 30日に閣議決定された新たな「土地改良長期計画」においては、

これまでの全面的な改築・更新に代え、劣化の状況に応じた補修・更新等を計画的に行うことにより、施

設の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図る戦略的な保全管理や、土地改良区等による管理に加え

地域が主体となった保全管理の推進などに取り組むこととされている。また、同計画の実施に当たっては、

限られた財源の効率的かつ効果的な活用の観点から、真に必要な事業に予算の重点化を図ることなどを踏

まえることとされている。 

なお、当省では、高度経済成長期に整備され、老朽化の進行する社会資本の効率的かつ計画的な維持管

理等の推進に資するため、道路橋、港湾施設等の社会資本を対象に調査を行い、その長寿命化等の取組を

一層推進することについて、関係省に対し勧告してきたところである。 

この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、農業水利施設の効率的かつ効果的な保全管理等を

推進する観点から、同施設の管理の状況、新たな保全管理の取組の実施状況等を調査し、関係行政の改善

に資するために実施したものである。 
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